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１ モデル事業の取組み背景
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建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に、地域経済・雇用を支え、災害時には、

最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】

建設産業の役割

【建設業の働き方改革の促進】
長時間労働が常態化する中、その是正等が急務。

【建設現場の生産性の向上】
現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、限りある人材の有効活用と若者の入職促進による将来の担い手の確保が急務。

【持続可能な事業環境の確保】
地方部を中心に事業者が減少し、後継者難が重要な経営課題となる中、今後も「守り手」として活躍し続けやすい環境整備が必要。

現下の建設産業の課題

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題

建設産業の役割と課題

（一社）熊本県建設業協会

地震発生直後より県との
「大規模災害時の支援活動
に関する協定」に基づいて
支援活動を実施

（一社）仙台建設業協会

地震発生直後より避難所の

緊急耐震診断等を実施。
同日18時には若林区にて
道路啓開作業を開始。

東日本大震災

熊本地震

通行不能の交差点での応急工事 道路啓開（倒木・土砂の撤去）

米・ミシシッピ川の高速道路橋の落橋
（2007年） （出典：MN/DOT）

香川・徳島県境無名橋の落橋
（2007年）

社会資本の老朽化による被害
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新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について（令和元年６月成立）

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～ ＜政府提出法案＞

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～ ＜議員立法※＞

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択
・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測
量、地質調査その他の調
査及び設計」を、基本理
念及び発注者･受注者の責
務の各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認
・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

※平成17年の制定時及び平成26年の改正時も議員立法
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入札契約適正化に向けて特に取組が必要な事項

〇 入札契約適正化法と品確法に基づき、適正化指針に従って措置を講ずるよう要請

〇 特に、次の事項については、市区町村の取組改善を進める

適正な予定価格の設定

１．法定福利費の適切な計上、内訳明示の推進

ダンピング対策

３．調査基準価格を下回る際の履行確保措置

１．ダンピング対策の導入、算定式の見直し

２．調査の適切な実施、失格基準の導入・引上げ

多様な入札契約方式

２．ＣＭ方式の活用

１．総合評価落札方式の適切な活用

施工に必要な適正な工期の設定

１．適正な工期の設定・週休２日の促進

施工時期の平準化

１．施工時期の平準化に向けた取組

技能労働者の育成・処遇改善

２．社会保険等未加入業者の排除

１．建設キャリアアップシステムの活用推進

● （さ）債務負担行為の活用（工期１年未満、ゼロ債務）
● （し）柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）
● （す）速やかな繰越手続（繰越明許費の活用）
● （せ）積算の前倒し
● （そ）早期執行のための目標設定・公表

● （か）監督・検査の強化
● （き）技術者の増員
● （く）下請業者への構成・透明（クリア）な支払の確認
● （け）契約保証額の引上げ等
● （こ）工事請負契約に係る指名停止措置の強化

２．歩切りの根絶

３．積算内訳（工事設計書）の適時公表、
参考見積等による単価設定時の妥当性確認

業務に関する改善の取組状況

１．ダンピング対策、履行時期の平準化

２．適正な履行期間の設定、設計変更の実施

３．プロポーザル方式・総合評価落札方式の導入

２．適切な設計変更

４．円滑な価格転嫁の取組
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２ モデル事業の概要
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有識者 国土交通省
助言

全
国
へ
展
開

地方公共団体

専門家
（支援事業者）

委託

発注支援

地方の入札契約改善推進事業

○ 発注者である地方公共団体における多様な入札契約方式の導入・活用、入札契約制度の改善を支援
○ 支援による成果を、他の地方公共団体に展開

事業の目的

○ 有識者と国土交通省が連携し、新たな入札契約方式の導入を目指す地方公共団体が実施を計画している事業から
モデルとなる事業を選定し、専門的知見を有する支援事業者を派遣

○ 支援事業者による発注支援を通して得られた知見と成果を全国に展開

事業のスキーム

モデル事業の募集 対象：都道府県又は市区町村 対象事業：全ての公共工事

モデル事業の選定 ① 先進性（過去の採用事例は少ないが、将来効果的である可能性が高いこと）
② 汎用性（今後、多くの地方公共団体での適用が可能であること）
③ 実現性（対象事業の工程等が明確となっている）

支援事業者の選定

モデル事業の支援

１ 応募事業の目的、進捗状況の確認

３ 課題を解決するための入札契約方法の検討

２ 発注者が抱える課題の整理と、技術的な検証

４ 課題解決や、発注のための資料作成等の実際的な支援

事業ごとの
支援フロー
構築

円滑な
事業推進
支援

応募者による事業推進モニタリングとフィードバック

有識者による
専門的見地
からの助言

応募者からの意見聴取 等

・議会説明用資料作成支援
・リスクの整理

・事業全体の課題整理
・公募資料の作成支援 など

事業の運営フロー

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000102.html
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年度 自治体名 事業名

入札契約方式（支援事業による提案）
設計・施工

CM
方式 その他分離 一括方式

ー 技術
協力 DB D+B

H26年度

大仙市（秋田県） 除雪業務 地域維持型方式
宮城県 除雪業務 地域維持型方式
相模原市（神奈川県） 下水道管敷設事業 ● 総合評価方式（高度技術提案型）

新城市（愛知県） 新城市庁舎建設事業 ●

大阪府 施設の軽微な補修事業 補修工事マニュアル、標準仕様

H27年度

水戸市（茨城県） 体育館建設事業 ● ●

四日市市（三重県） 体育館建設事業 ● ●

清瀬市（東京都） 新庁舎建設事業 ● ●

府中市（東京都） 新庁舎建設事業 ● ●

島田市（静岡県） 新病院建設事業 ● ●

H28年度

小田原市（神奈川県） 市民ホール建設事業 ● ●

野洲市（滋賀県） 病院建設事業 ●

中土佐町（高知県） 新庁舎等建設事業 ●

高松市（香川県） 給食センター建設事業 ●

善通寺市（香川県） 新庁舎建設事業 ● ● ●

H29年度

板橋区（東京都） 小中学校等空調設備
一斉更新事業 維持管理/機器支給/コストオン 方式

上田市（長野県） 庁舎改修・改築事業 ● ● ●

桜井市（奈良県） 新庁舎建設事業 ● ●

徳島県･美波町（徳島県）
※共同申請

大規模災害を想定した
復旧・復興事前検討事業 各段階における入札契約方式の備え

平成26～令和４年度入札契約改善推進事業の支援概要
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年度 自治体名 事業名

入札契約方式（支援事業による提案）

設計・施工
CM
方式 その他分離 一括方式

ー 技術
協力 DB D+B

H30年度

愛川町（神奈川県） 施工時期等の平準化検討事業
地域の担い手確保対策検討事業 平準化施策、地域企業育成型発注

むつ市（青森県） 道路除排雪に係る改善検討事業 ー

四万十市（高知県） 文化複合施設整備事業 ●

横須賀市（神奈川県） こども園整備事業 ●

H31年度

調布市（東京都） 施工時期等の平準化事業 平準化の推進

渋谷区（東京都） 猿楽橋架替えに伴う擁壁等更新事業 ● ●

四日市（三重県） 近鉄四日市駅周辺等整備事業 ●

R２年度 入善町（富山県） 海洋深層水取水設備整備事業 ● ●

R３年度
岡山県 公共工事入札契約改善勉強会 県内市町村参加による勉強会の開催

葛城市（奈良県） 入札契約適正化の検討 入札契約適正化全般の改善検討

R４年度

中富良野町（北海道） 中富良野小・中学校改築事業、入
札契約制度改善 ● 入札契約適正化全般の改善検討

柏崎市（新潟県） 用途廃止公共建築物解体事業 標準モデル案の作成

津南町（新潟県） 津南町立ひまわり保育園増築事業 ● ●

平成26～令和４年度入札契約改善推進事業の支援概要
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「多様な入札契約方式モデル事業」リーフレット＆事例集

「多様な入札契約方式モデル事業」リーフレット＆事例集第２版（2019年３月）
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000174.html
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令和４年度入札契約改善推進事業の概要

事業名称
中富良野小・中学校改築
事業、入札契約制度改善

用途廃止公共建築物
解体事業

津南町立ひまわり
保育園増築事業

対象団体 北海道中富良野町 新潟県柏崎市 新潟県津南町

応募時の課題

○入札契約方式を選定する
際の発注者側におけるノ
ウハウや技術力の不足

○地元建設業者の活用と説
明責任（議会への説明、
公平性の担保）

○入札契約制度の適正化
（特に今回事業に関連す
る項目の先行的な制度整
備）

○８か年で31棟の公共施
設解体に向け事業手順の
標準化

○実勢を反映した予定価格
の作成が必要（民間事業
との乖離）

○２回にわたる入札不落に
よる再度の不調・不落の
懸念

○現予算でどこまで当初の
仕様が実現できるかの検
証

○入札契約に関する議会へ
の説明責任

○これらを実現するための
発注者体制の補完

事業の
ポイント

○地元建設業者の活用を実
現する入札契約方式の選
定

○優先して取組むべき入札
適正化事項の把握

○公共、民間建築物の解体
工事における実勢価格の
把握

○解体工事における適切な
入札契約方式を選定する
ためのフローの整理

○価格高騰による上昇を加
味した単価の設定

○地元建設業者の応札意欲
を引き出すような入札契
約方式の選定
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料２

北海道中富良野町における取組事例の紹介

国土交通省 不動産・建設経済局

建設業課 入札制度企画指導室

令和５年３月30日



４ 建設業者へのアンケート調査
■手順、項目、帳票を作成し、公募による調査を実施
■アンケート調査回答を整理、分析

１ 応募事業の概要確認
■事業規模、概要及び進捗状況等の確認

２ 現状把握・本事業の分析（発注者ニーズ、課題の整理）
■多様な入札契約方式に関する情報提供
■入札契約方式の要求事項及び課題の整理・分析

３ 庁内の方向性を決定
■入札契約方式に関する庁内一次評価を決定

入札契約改善推進事業の支援フロー

●事業の進捗状況、中富良野町の「現状」「町のニーズ」等に応じて、支援範囲を設定
●小・中学校改築事業と、入札契約制度改善について、それぞれ以下のフローで支援

中富良野町による事業の推進

支援範囲

５ 事業実施体制への気づきと参考資料の提供
■適正な予定価格の設定に向けた検討を提案
■参加資格要件の設定に向けた資料、情報を提供
■発注図書等に記載が望ましい内容を提案
■総合評価落札方式導入に向けての資料提供

1

①小・中学校改築事業 ②入札契約制度改善

６ 庁内意思決定
■入札契約方式に関する庁内二次評価を決定

２ 入札契約制度改善 取組事例の紹介
■岡山県における入札契約改善推進事業を紹介
現状の把握と分析
■入札契約適正化の実施状況を確認
■地域の建設業の分析 

３ 入札契約制度に関する資料・情報提供
■町の要望に基づき資料・情報の提供
■落札者の選定方法に関する勉強会を開催

４ 改善取組項目と優先順位の検討  
■入札契約制度 実施状況の再確認
■入札契約方式の規定などについて課題整理

５ 庁内意思決定（改善計画・追加資料提供）
■入札契約適正化に向け、実施する事項の決定
■改善ロードマップと、取組項目に関する追加資料提供

入札契約改善に向けた取り組みの推進



応募事業の概要確認

北海道中富良野町における ①小・中学校改築事業、②入札契約制度改善

2



応募事業の概要確認

支援フロー

3

支援フロー
入札契約改善に向けた

取り組みの推進
入札契約制度に関する

資料・情報の提供
入契改善取組事例の紹介

現状の把握と分析
改善取組項目と優先順位の

検討

応募事業の概要確認

中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定

庁内意思決定
（改善計画・資料提供）

事業名称・建設場所 北海道中富良野町における①小・中学校改築事業（北海道空知郡中富良野町南町９番）・②入札契約制度改善
事業内容 ①小・中学校の一体化に伴う新校舎建築工事 ②入札契約制度全般の見直し・改善
構造・規模 校舎RC造３階建 延床面積 約9,500㎡ 渡り廊下 延床面積 約35㎡ グラウンド・外構工事 約3.4ha
事業費（予定） 約50億円
現在のステイタス 実施設計中（令和5年3月完了予定）
今後のスケジュール 令和5年６月 本体工事公告予定
発注スキーム 設計・施工分離発注方式
事業関与者 基本設計・実施設計者：柴滝建築設計事務所 本体工事施工者：未定（今後選定）

年
度

令和４年度（2022） R5年度
(2023)

R6年度
（2024）

R7年度
（2025）

R8年度
（2026）６ 7 8 9 10 11 12 1 2 3

事
業
工
程

支
援
業
務
工
程

本体工事

R5年度以降の
事業を円滑に進める
ための助言

●建物供用開始実施設計

次年度の発注準備入札契約方式の方向性検討
➀多様な入札契約方式の比較検討
②改善項目の優先順位の検討

事業に関する情報の整理
➀本事業の分析
②令和３年度入契調査結果の確認
③地域の建設業の分析

入札契約方式・実施体制の具現化
➀市場環境調査（アンケート）
②改善項目の優先順位の検討

①小・中学校改築事業

②入札契約制度の改善
課題に対応した改善方針の作成 規約等の改正

発注手続き

3



現状把握・本事業の分析

北海道中富良野町における ①小・中学校改築事業
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現状把握・本事業の分析

●事業背景、工事の難易度を踏まえた入札契約方式検討のための要求事項・課題を整理
➡ 新校舎供用開始時期が決定しているため、スケジュールの遵守が必要
➡ 基本設計概算が予算を大幅に超過していることを確認

●落札者の選定方法に関する勉強会を開催

中富良野町選定委員を対象とした勉強会を開催
多様な入札契約方式に関する資料・情報を提供

・多様な入札契約方式の全体像
・落札者の選定方法
・総合評価落札方式

主な情報提供

入札契約方式の要求事項、課題を整理

・「事業背景」と入札契約方式への要求事項
・「設計・施工の難易度」と入札契約方式への要求事項

主な整理内容
選定フロー確認に際し重要度を評価、設定

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定



庁内の方向性を決定

北海道中富良野町における ①小・中学校改築事業
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庁内の方向性を決定（入札契約方式 一次評価）
支援フロー

●町の検討の結果、契約方式は工事の施工のみを発注する方式（工種別分離・分割発注）

●落札者の選定方法は、価格競争方式と決定

一次評価時点では総合評価落札方式のメリットよりも、導入に係る庁内調整等の負担が上回ったため、今回の事業では
採用せず、今後必要に応じて導入を検討する
アンケート結果を確認の上、本事業における入札契約方式を検討（二次評価）し決定する

中富良野町による一次評価

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定



建設業者へのアンケート調査

北海道中富良野町における ①小・中学校改築事業
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建設業者へのアンケート調査

●建設業者へのアンケート調査を実施し入札契約方式の検討材料（二次評価）を提供

●本事業へ関心の有無、事業者として望ましい発注単位・選定方法、実績要件等を調査

■アンケート帳票

■アンケート調査フロー

調査項目の
整理

調査項目の
整理

アンケート
帳票作成
アンケート
帳票作成

ホームページ
での公募

ホームページ
での公募

回答の
分析

回答の
分析

22社から回答
発注単位は、「工種別・分離分割発注方式」を望む回答が多く、
価格のみでなく、実績や地域条件を考慮した選定方法を望む回答が多い。

■アンケート結果の分析・まとめ

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

Ｇ社 Ｈ社 Ｉ社 Ｊ社 Ｋ社 Ｌ社

Ｍ社 Ｎ社 Ｏ社 Ｐ社 Ｑ社 Ｒ社

Ｓ社 Ｔ社 Ｕ社 Ｖ社



事業実施体制への気づきと参考資料の提供

北海道中富良野町における ①小・中学校改築事業
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事業実施体制への気づきと参考資料の提供①
支援フロー

適切な予定価格設定に向けた検討を提案（不調不落を防止に向け）

●基本設計概算への気づき
●設計スケジュールへの気づき
●見積の活用への気づき

基本設計積算への気づき 設計スケジュールへの気づき 見積の活用への気づき
・複数社からの見積徴収、比較が必要
・有効な見積書の採用（有効期限）
・新年度単価を見据えたコスト管理が必要

・支援事業者コストデータベースと比較し、
数量、単価、仕様の再確認に関する助言

・実施設計着手前のコスト確認が必要
・コスト管理表を活用したコスト推移の見える化
・手戻りの無いスケジュール管理

中富良野町から設計者に確認・検討を要請

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定

主な気づき
・割高なため仕様を含め確認が必要（地業、木、金属製建具、内外装）
・安価なため数量単価設定の確認が必要（鉄筋、型枠、コンクリート）

「積算完了」で大幅な予算超過が判明した場合、
コスト削減のための大掛かりな修正設計が必要となり、
事業スケジュールへの影響が懸念されるため、
積算開始前に減額案に対する削減効果、予算に
収まることを確認してから積算を開始する対策を提案
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参加資格要件の設定に向けた資料・情報の提供

●参加資格要件を満たす事業者数の試算
➡ 不調不落防止の観点から検討中の要件にて参加可能な事業者数を把握する。

●参加資格要件（実績要件）に関する他団体の事例を提供

参加資格要件を満たす事業者の試算
・工事情報実績システム（ CORINS ）を活用し、町で検討中の要件を満たす事業者数を試算
・過去10,15年における建物用途、工事種別、工事規模から試算し、実績要件・地域条件の検討材料を提供
・町での自主的な検討のため、試算用Excelファイルを提供

実績要件に関する事例を提供
・工事実績を金額で定めている事例を提供

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定

事業実施体制への気づきと参考資料の提供②
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発注図書等に記載が望ましい内容を提案

●工種別分離・分割発注における品質確保上の留意点を助言
（設計図書と施工図の照合、工事工程の調整等）

●工区分割発注における留意点を助言
（伸縮継手がなく計画上の分割位置では、品質確保の観点から再検討が必要）

工種別分離・分割発注における品質確保上の留意点
・公共建築工事標準仕様書・公共工事標準請負契約約款・建築工事監理業務委託共通仕様書等から
発注者の業務、工事監理者の業務、施工者の業務を整理し、発注図書等に記載が望ましい内容を整理。

・作成中の特記仕様書を確認し、気づきを共有

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定

事業実施体制への気づきと参考資料の提供③

工区分割発注における留意点
・品質確保、発注者が配慮すべき事項を整理

■発注者の業務
・関係者間調整の円滑化の推進
（国土交通省通知）

■工事監理者の業務
・設計図書と施工図の照合
・品質確保

■施工者の業務
・工事工程の調整
・安全管理

・構造耐力への影響が最も少ない位置とする
・工種毎（部材、仕上げ材、防水など）に配慮した位置とする

※その結果、工区分割発注は行わないことで決定
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総合評価落札方式導入に向けての資料提供

●地方公共団体において総合評価落札方式を導入する際に検討が必要な事項等を整理

・地方公共団体向け総合評価実施マニュアルを参考資料として、制度を導入するために必要な事項等を整理
・中富良野町に資料を提供

応募事業の概要確認支援フロー 中富良野町による
事業推進庁内の方向性を決定現状把握・本事業の分析 建設業者への

アンケート調査
事業実施体制への気づき
参考資料の提供 庁内意思決定

事業実施体制への気づきと参考資料の提供④
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①小・中学校改築事業 支援の総括

支援のポイント 具体的な取り組み
１ 応募事業の概要確認 【応募事業の概要確認】

・事業規模、事業内容及び進捗状況等の確認

分析
立案

■事業者選定に関する課題
地元企業の活用・発展を図った上で、品質の確保及
び事業に対する高い透明性や公平性を確保した入札
契約方式を導入することが必要

地元企業の活用・発展を図った上で、品質の確保及
び事業に対する高い透明性や公平性を確保した入札
契約方式を導入することが必要

■コスト等に関する課題
現在実施設計中だが、物価高騰などの影響もあり、予
定価格が予算内でまとめるか不透明な状況
現在実施設計中だが、物価高騰などの影響もあり、予
定価格が予算内でまとめるか不透明な状況

■発注者体制に関する課題
数十年に一度の学校改築工事であり、事業特性に応じ
た入札契約方式の選定に関するノウハウや技術力が不
足

数十年に一度の学校改築工事であり、事業特性に応じ
た入札契約方式の選定に関するノウハウや技術力が不
足

議会への説明など入札契約方式に対する説明責任
を果たすことが必要
議会への説明など入札契約方式に対する説明責任
を果たすことが必要

調査

３ 庁内の方向性を決定

6 庁内意思決定方式
決定

【庁内の方向性決定】
・入札契約方式 庁内一次評価を決定
（工種別分離・分割発注、価格競争方式）

【提供資料を参考に庁内意思決定】
・入札契約方式 庁内二次評価を決定
（工種別分離・分割発注、価格競争方式）

【多様な入札契約方式に関する情報提供】
・落札者の選定方法についての勉強会開催
【入札契約方式の要求事項及び課題整理】
・入札契約方式検討のための要求事項・課題の整理

公共施設の品質確保に向けた適正な発注準備

次年度
準備 次年度以降に向けて

【工事発注等に関する情報提供】
・参加資格要件の設定についての資料提供
・工種別分離・分割発注時の品質確保に関する資料提供
・総合評価落札方式導入に向けての資料提供

競争環境が確保できる地域要件設定への情報提供
品質確保のために契約図書に記載する内容の整理

中富良野町の現状・課題等
（①小・中学校改築事業）

４ 建設業者へのアンケート調査

２ 現状把握・本事業の分析
（発注者ニーズ、課題の整理）

５ 事業実施体制への気づきと
参考資料の提供

【事業実施体制への気づきと参考資料の提供】
・適正な予定価格の設定に向けた検討を提案
・参加資格要件の設定に向けた資料、情報を提供
・発注図書等に記載が望ましい内容を提案
・総合評価落札方式導入に向けての資料提供

【建設業者へのアンケート調査】
・手順、項目、帳票を作成し、公募による調査を実施
・アンケート調査回答を整理、分析

凡例： 重要度が高い課題 一般的な課題



現状の把握と分析

北海道中富良野町における ②入札契約制度改善
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現状把握と現状認識の深度化

●入札契約制度改善 先行自治体での取組事例の紹介
●中富良野町での入札契約適正化の取組状況と地域の建設業の現状を見える化

取組事例の紹介
令和３年度岡山県における入札契約改善推進事業を取組事例として紹介

中富良野町 入札契約適正化 取組状況
地域の建設業の現状
・入札契約適正化は、重点取組14項目のうち、4項目実施済み
・北海道内の人口同規模の町と比べ、業者数・業種ともに非常に少ない

支援フロー 応募事業の概要確認 入札契約改善に向けた
取り組みの推進

入札契約制度に関する
資料・情報の提供

入契改善取組事例の紹介
現状の把握と分析

改善取組項目と優先順位の
検討

庁内意思決定
（改善計画・資料提供）



入札契約制度に関する資料・情報の提供

北海道中富良野町における ②入札契約制度改善
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入札契約制度に関する資料・情報提供

●中富良野町からの要望に基づき、多様な入札契約方式、ダンピング対策、義務付け事項等に
関する資料・情報を収集、提供

●落札者の選定方法に関する勉強会を開催

・多様な入札契約方式の全体像
・落札者の選定方法
・総合評価落札方式
・変動型の最低制限価格
・情報公開に関する事例（随意契約）

主な情報提供
多様な入札契約方式（落札者の選定方法）

変動型の最低制限価格

支援フロー 応募事業の概要確認 入札契約改善に向けた
取り組みの推進

入札契約制度に関する
資料・情報の提供

入契改善取組事例の紹介
現状の把握と分析

改善取組項目と優先順位の
検討

庁内意思決定
（改善計画・資料提供）

情報公開に関する事例



北海道中富良野町における ②入札契約制度改善
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改善取組項目と優先順位の検討
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改善取組項目と優先順位の検討

●令和3年度入契調査結果から重点取組14項目の実施状況を再確認
●入札契約制度改善への課題と難易度を整理し、改善取組の優先順位付けを実施

入札契約方式の検討にあたっての規定などについて課題整理入札契約適正化の実施状況

・総合評価落札方式は、小・中学校改築事業と同時並行で検討が必要
・義務付け事項は、優先的な改善取り組みが必要

・重点取組14項目は、4項目が実施済み
・義務付け事項は33項目のうち、改善を要する項目は6項目

支援フロー 応募事業の概要確認 入札契約改善に向けた
取り組みの推進

入札契約改善に関する
資料・情報の提供

入契改善取組事例の紹介
現状の把握と分析

改善取組項目と優先順位の
検討支援

庁内意思決定
（改善計画・資料提供）



北海道中富良野町における ②入札契約制度改善
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庁内意思決定（改善計画・追加資料提供）
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庁内意思決定（改善計画・追加資料提供）

●入札契約制度改善に向けた改善ロードマップによる改善の道筋（改善計画）の見える化を支援

●令和5年度より「最低制限価格制度」「義務付け事項」「法定福利費の適切な計上」「下請けによる
社会保険等の未加入業者の排除」の改善に取り組むことで決定

●令和５年度から優先的に改善に取り組む項目の追加資料提供

改善ロードマップ
改善の道筋の見える化

追加の資料提供 ・中富良野町 庁内職員への説明資料
・参考事例

支援フロー 応募事業の概要確認 入札契約改善に向けた
取り組みの推進

入札契約改善に関する
資料・情報の提供

入契改善取組事例の紹介
現状の把握と分析

改善取組項目と優先順位の
検討

庁内意思決定
（改善計画・資料提供）
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②入札契約制度改善 支援の総括

法令を遵守した入札関係事務について、入契法、品
確法の趣旨を踏まえた制度改善が必要だが、限られ
た人員体制でこれらを実施する必要

法令を遵守した入札関係事務について、入契法、品
確法の趣旨を踏まえた制度改善が必要だが、限られ
た人員体制でこれらを実施する必要

「中富良野小・中学校改築事業」を推進する上で必
要となる入札契約適正化項目の先行的な制度整備
が不可欠

「中富良野小・中学校改築事業」を推進する上で必
要となる入札契約適正化項目の先行的な制度整備
が不可欠

現状
分析

方針
決定 ５ 庁内意思決定

支援のポイント 具体的な取り組み

中富良野町の実情を踏まえた入札契約方式などの改善取組の推進支援

次年度
準備 次年度以降に向けて

【取組項目への資料提供】
・最低制限価格制度
・義務付け事項
・法定福利費の適切な計上
・下請による社会保険等の未加入業者の排除

【取組項目への資料提供】
・最低制限価格制度
・義務付け事項
・法定福利費の適切な計上
・下請による社会保険等の未加入業者の排除

中富良野町の現状・課題等
（②入札契約制度改善）

２ 入札契約制度改善 取組事例の紹介
現状の把握と分析

３ 入札契約制度改善に関する
資料・情報提供

４ 改善取組項目と優先順位の検討

検討

入札契約適正化の実施状況の整理
地域建設業の実情を分析した情報の提供

【入札契約制度改善 取組事例の紹介 】
・岡山県における入札契約改善推進事業を紹介
【現状の把握と分析  】
・入札契約適正化の実施状況を確認
・地域の建設業の分析 

【入札契約制度改善 取組事例の紹介 】
・岡山県における入札契約改善推進事業を紹介
【現状の把握と分析  】
・入札契約適正化の実施状況を確認
・地域の建設業の分析 

【入札契約制度改善に関する資料・情報提供  】
・町の要望に基づき資料・情報の提供
・落札者の選定方法に関する勉強会を開催

【入札契約制度改善に関する資料・情報提供  】
・町の要望に基づき資料・情報の提供
・落札者の選定方法に関する勉強会を開催

【改善取組項目と優先順位の検討   】
・入札契約制度 実施状況の再確認
・入札契約方式の規定などについて課題整理

【改善取組項目と優先順位の検討   】
・入札契約制度 実施状況の再確認
・入札契約方式の規定などについて課題整理

【庁内意思決定】（改善計画・追加資料提供）
・入札契約適正化に向け、実施する事項の決定
・改善ロードマップと、取組項目に関する追加資料提供

【庁内意思決定】（改善計画・追加資料提供）
・入札契約適正化に向け、実施する事項の決定
・改善ロードマップと、取組項目に関する追加資料提供

１ 応募事業の概要確認
【応募事業の概要確認】
・事業規模、事業内容及び進捗状況等の確認

凡例： 重要度が高い課題 一般的な課題



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

新潟県柏崎市における取組事例の紹介

国土交通省 不動産・建設経済局

建設業課 入札制度企画指導室

令和５年３月30日

資料３



2 解体工事における公共と民間の相違点を整理
• 公共と民間の相違点を比較検討し、改善の可能性がある項目を抽出
• 抽出された項目を設計段階と発注段階に分類し、建設業者へのアンケート項目に反映

入札契約改善推進事業の支援フロー

●柏崎市の「事業目的」「事業背景」等を踏まえた支援範囲を設定
●柏崎市では、以下のフローで支援を実施

支援範囲

1

1 応募事業の概要確認
• 事業規模、事業内容、課題の把握
• 解体設計手法の可視化と、柏崎市の解体工事設計マニュアルの整理

3 実勢価格の把握
• 柏崎市の標準的な積算方法を確認し、実勢価格との比較方法を検討
• 既発注案件の内訳書を分析し、一部の単価入替を行うことで「市発注の解体工事」と「実勢価格」を比較

4 建設業者へのアンケート調査
• アンケート調査フロー、アンケート帳票を作成し、市に登録している建設業者へ向けたアンケートを実施
• 建設業者のアンケート回答から、回答の傾向を分析・まとめ

5 標準的なモデル案の作成
• 標準的な「設計手法」「発注手続」を整理し、制度の導入も含めた検討を支援
• 「概略予算」「概略工期」「入札契約方式選定フロー」を作成

６ 発注者による効率的な発注に向けた取り組み



新潟県柏崎市における用途廃止公共建築物解体事業

１．応募事業の概要確認

2



１．応募事業の概要確認

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成

3

事業名称 新潟県柏崎市における
用途廃止公共建築物解体事業

事業規模 31棟 約43,000㎡
（令和４～11年度に除却予定の床面積の合計）

事業内容 解体事業における入札契約方式選定
コスト縮減方策の標準化 等

事業スケジュール 令和４年度から令和11年度（予定）

年度
令和４年度（2022） R5

年度
R6
年度６ 7 8 9 10 11 12 1 2 3

事
業
工
程

■事業工程

2 解体工事における公共と民間の相違点を整理

1 応募事業の概要確認

3 実勢価格の把握

4 建設業者へのアンケート調査

庁内共有・勉強会開催 等

効率的な発注に
向けた取り組み

5 標準的なモデル案の作成

①今後８年間（令和４～11年度）に31棟の公共施設の用途廃止、建物解体が控えて
おり、入札契約方式の選定、コスト縮減方策の標準化等により、効率的な業務執行が必
要。
②廃止決定された公共建築物は解体撤去となり、投資効果がなく、積極的な予算が確保
しづらい。
③冬期間は除雪業務が多く、解体工事に人手を確保することが困難であり、実質的な事業
期間として毎年度11月末までに解体工事を完了する必要がある。
④民間建築物と公共建築物の解体工事では、工事価格の乖離が著しい。予定価格の適
正な設定、公平公正な積算が必要となる。

■事業目的

■事業背景

公共建築物の解体工事に係る安全な施工管理、適正な解体に
伴う廃棄物処理を確認するとともに、同様の民間工事との乖離し
た価格の是正を目指す。

平成17年5月に旧高柳町、旧西山町と合併し、17年が経過。
合併後、人口減少、施設の老朽化等により公共建築物の統廃
を推進。

■市の現状・課題等



１．応募事業の概要確認

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成

4

●国土交通省・柏崎市・支援事業者の情報共有のため、解体設計から工事発注までのプロセスを可視化

●柏崎市解体工事設計マニュアルを分析し、効率的な発注に向けた課題を整理。特に小規模な解体工事に着目

解体設計から工事発注までのプロセスを可視化

同時に発注者のタスクも可視化することで、
市の発注プロセスの妥当性を確認

柏崎市解体工事設計マニュアルを分析
解体工事設計マニュアルを分析し
「小規模な解体工事」に着目

効率的な発注に向け、建設業者への
アンケート項目に反映

国
土
交
通
省
・
柏
崎
市
・
支
援
事
業
者
で
情
報
を
共
有



１．応募事業の概要確認

5

【中間処理施設】

■柏崎市内の中間処理施設・最終処分場について

①解体の中間処理と最終処分について
・解体事業において最も懸念されるのは、産廃の「中間処理」と「最終処分」である。
・十分な処分先が確保されているか確認する必要がある。

■前回の入札契約改善推進事業選定・推進委員会でのご意見
令和４年度入札契約改善推進事業選定・推進委員会
日時：令和４年11月９日（水）15:00～17:00

対象項目 処分先 施設数

建設発生木材 A社 計 １社

コンクリート

B社

計 ５社

C社

D社

E社

F社

アスファルト

G社

計 ４社

H社

I社

J社

対象項目 処分先 施設数

建設廃材

K社

計 ３社

L社

M社

建設発生土

N社

計 ４社

O社

P社

Q社

【最終処分場】



１．応募事業の概要確認

6

■最終処分場の埋立残容量と、今後発生する建設廃材の受入状況を予測
対象項目 処分先 埋立残容量/㎥ 年間受け入れ量

建設廃材

K社 安定型 77,000 ㎥ 9,000 ㎥程度

L社 安定型 240,713 ㎥ 2,250 ㎥程度

M社 管理型 256,737 ㎥ 14,774 ㎥程度

市の既解体案件では
管理型 1㎡あたり 0.08㎥

STEP2：解体予定建物から、建設廃材の年間廃棄量を想定

安定型 1㎡あたり0.58㎥ ⇒ 5,500×0.58＝3190㎥（年間廃棄量）

管理型 1㎡あたり0.08㎥ ⇒ 5,500×0.08＝440㎥（年間廃棄量）

STEP1：柏崎市の既解体案件から、１㎡当たりに発生する建設廃材を想定
安定型 1㎡あたり 0.58㎥

の建設廃材が発生

⇒ 今後８年間で、約43,000㎡を解体 ⇒ 1年間で約5,500㎡を解体

STEP3：STEP2で想定した年間廃棄量と、最終処分場の年間受け入れ量を比較

安定型 3,190㎥ ＜ 11,250 ㎥ ⇒ 年間受け入れ量の約35％程度

管理型 440㎥ ＜ 14,774 ㎥ ⇒ 年間受け入れ量の約3.3%程度

今後の解体工事で発生する建設廃材については問題なく受け入れ可能であることを確認



新潟県柏崎市における用途廃止公共建築物解体事業

２．解体工事における公共と民間の相違点を整理
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２．解体工事における公共と民間の相違点を整理

8

●解体工事における公共と民間を比較した結果、発注方式、発注ロット等に相違点が確認された

●整理した相違点をもとに改善の可能性がある項目を抽出し、建設業者へのアンケート項目を検討

解体工事における公共と民間の相違点を可視化 設計段階と発注段階に整理しアンケート項目を検討

設計・施工一括発注方式や包括発注方式の実現性を確認

改
善
の
可
能
性
が
あ
る
項
目
を
抽
出

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成

発注方式、発注ロットの違い

工事費の算出方法（解体工法を想定した工事費の算出）

公共と民間の主な相違点 建設業者へのアンケート項目

現地確認の必要性、入札時の必要資料を確認



新潟県柏崎市における用途廃止公共建築物解体事業

３．実勢価格の把握
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３．実勢価格の把握

10

●柏崎市の現在の積算方法を確認し、実勢価格の把握方法を提案

●「市発注の解体工事」と「実勢価格（刊行物）」を比較し、金額に大きな差がないことを確認

実勢価格の把握方法を提案

市発注の解体工事は見積を採用しているため、
刊行物へ単価入替を行い、実勢価格と比較

金額に大きな差がないことを確認

構造形式・規模の異なる案件を比較したが、「市発注
の解体工事」と「実勢価格」に大きな差はなし

「
市
発
注
の
解
体
工
事
」
と
「
実
勢
価
格
」
を
比
較

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



新潟県柏崎市における用途廃止公共建築物解体事業

４．建設業者へのアンケート調査
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４．建設業者へのアンケート調査

12

●回答者は、対象範囲は柏崎市に登録している建設業者・解体業者で合計28社

●公共と民間の相違点をもとに抽出した改善の可能性がある項目を、アンケート項目へ反映

■アンケート帳票

■アンケート結果の分析・まとめ

■アンケート回答者数と内訳（計28社）

■アンケート調査フロー
調査項目の
整理

調査項目の
整理

アンケート
帳票作成
アンケート
帳票作成

ホームページ
での公募
ホームページ
での公募

回答の
分析
回答の
分析

所在地 県外 県内支店 県内本店 市内支店 市内本店

回答者数 2社 7社 7社 1社 11社

建設業者へ「改善の可能性がある項目」を含めた
アンケート調査を行い、受注者の考えを確認

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



４．建設業者へのアンケート調査

13

視点 回答要旨

A 営業形態・解体工事への
関心確認について

・回答者は全28社となり、そのうち27社が総合建設業者、1社が解体工事業者
・参加判断において重視する条件は「施設規模」「工事費」「契約条件」「工事期間」等の回答が多数

B 解体事業への意識確認
・回答者の約2/3が「市が発注した解体工事の入札」に参加したことがないと回答
・市が発注した解体工事は概ね実勢価格通りだが、規模が1000㎡以上だと実勢価格より低額との回答が見受けられた

C 設計見積協力について
・設計見積作成時に必要な資料は「既存図面」「解体範囲図」「参考数量内訳書」「現地写真」等の回答が見受けられた
・設計見積作成時の現地調査は、全ての回答者が「必要」と回答

D 入札価格の検討について
・入札価格検討時に市から配布する「現場写真」は「必要」もしくは「現地確認が必要」が約半数ずつの回答
・入札価格検討時に「参考数量内訳書」はほぼ全ての回答者が「必要」と回答

E 発注方式について ・設計・施工一括発注方式、包括発注方式については、約6割の回答者が「条件次第で参加意欲が向上する」との回答であり、
かつ残り４割の回答者の過半数が参加意欲が向上するという回答

F 技術提案を伴う選定方式
について

・技術提案資料の提出については、回答者の6割以上が「提案できる」と回答
・工期短縮やコスト縮減の提案は「大空間の解体工事」に可能性があるという回答が多数

●設計・施工一括発注方式、包括発注方式、技術提案交渉方式は条件次第で参加意欲が向上するという
回答が最も多い

●アンケート結果をもとに、改善の可能性がある項目についての対応可否を、市で判断

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



新潟県柏崎市における用途廃止公共建築物解体事業

５．標準的なモデル案の作成
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５．標準的なモデル案の作成

15

モデル案を作成することで、効率的・計画的な解体工事の発注に寄与

●標準的な「設計手法」を市の解体工事設計マニュアルに反映

標準モデル案とは

●少ない情報からでも「概略予算」「概略工期」が把握できるプログラムの作成

●標準的な「入札契約方式選定フロー」の作成

●適正な発注を行うために、標準的な「発注手続」を、制度の導入も含め検討

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



５．標準的なモデル案の作成（標準的な設計手法）

16

●公共と民間の相違点から抽出した改善の可能性がある下記項目について、建設業者へのアンケート結
果を参考に改善の可否を判断

●改善が可となった項目は「標準的な設計手法」として市の解体工事設計マニュアルに反映予定

市の解体工事設計マニュアルへ反映予定の主な項目

設計見積の徴収期間について「解体建物の規模に応じた期間」を確保することを記載

「必要な書類」を提供した上で、設計見積を徴収することを記載

市が解体工事設計マニュアルで定めている「小規模な解体工事」の基準を記載

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成

解体工事設計マニュアルに反映予定

解体工事設計マニュアルに反映予定

民間のノウハウを反映した妥当な見積徴収（適正な予定価格の設定）

「小規模な解体工事」を明確にし、早期に発注ロットの検討



５．標準的なモデル案の作成（標準的な発注手続）

17

●公共と民間の相違点から抽出した改善の可能性がある下記項目について、建設業者へのアンケート結
果を参考に改善の可否を判断

●改善が可となった項目については、制度の導入を含め市で検討を継続

標準的な発注手続きとして、制度の導入を含め市で検討を継続する主な項目

入札価格の検討時に「現場写真」の提供とともに、現地確認できるスケジュールを調整

一般競争入札（価格競争方式）を導入（現在は指名競争入札）

一般競争入札（総合評価落札方式）を導入

特殊な解体工法が必要な案件は「技術提案・交渉方式」や「設計・施工一括発注方式」を採用

小規模工事を複数発注する場合、発注ロットの工夫（包括発注方式等）を検討

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



５．標準的なモデル案の作成（概略予算算出プログラム）

18

●簡易な情報を入力・選択することで概略予算の算出が可能

●柏崎市で今後の解体案件データを追加していくことで、概略予算の精度が向上するプログラムを提供

概略予算算出シート（Excelデータ）に以下の
情報を入力・選択することで、概略予算を算出

■概略予算算出シート（Excelデータで提供）

■概略予算算出シート・取扱説明

概略予算算出プログラム

運用方法については「概略予算算出シート・
取扱説明」を作成し、庁内での情報共有や
引継ぎに配慮

①解体建物の件名
②解体建物の建築面積
③解体建物の延床面積
④類型用途
⑤構造
⑥階数
⑦外部足場の必要性
⑧アスベスト

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



５．標準的なモデル案の作成（概略工期算出プログラム）

19

●簡易な情報を入力・選択することで概略工期の算出が可能

●柏崎市で今後の解体案件データを追加していくことで、概略工期の精度が向上するプログラムを提供

概略工期算出シート（Excelデータ）に以下の
情報を入力・選択することで、概略工期を算出

■概略工期算出シート（Excelデータで提供）

■概略工期算出シート・取扱説明

概略工期算出プログラム

運用方法については「概略工期算出シート・
取扱説明」を作成し、庁内での情報共有や
引継ぎに配慮

①解体建物の件名
②解体建物の棟名称
③構造
④解体建物の延床面積
⑤その他特殊条件（アスベスト・杭等）

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



５．標準的なモデル案の作成（標準的な入札契約選定フロー）

20

●下記資料を参考に、標準的な入札契約選定フローを作成
・設計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式_実施マニュアル（案）
・国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン

標準的な入札契約選定フローを作成

設計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式_実施マニュアル（案）
国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成



５．標準的なモデル案の作成（発注計画案）

21

●作成した概略予算算出プログラム、概略工期算出プログラム、標準的な入札契約選定フローを用いて、
解体予定建築物の概略予算、概略工期を算出、入札契約方式を選定し、発注計画案を作成・提示（参考）

応募事業の概要確認 発注者による効率的な
発注に向けた取り組み支援フロー 実勢価格の把握解体工事における公共と

民間の相違点を整理
建設業者への
アンケート調査 標準的なモデル案の作成

…

…

令和６～１１年度　発注計画（案）

令和６年度発注予定

案件数
5

令和7年度発注予定

案件数
5

概略予算　合計（円） 概略工期　合計（日） 概略予算　合計（円） 概略工期　合計（日）

価格競争 総合評価 価格競争 総合評価 技術提案 135,850,000 526 128,832,000 472

1 1,693.79 RC 1693.79 3 事務所 54,681,000 140
〇

2 102.22 CB 3.24 1 事務所 3,498,000 41
〇

RC 2771.16 4 事務所

S 192.84 1 工場・倉庫

S 87.79 1 工場・倉庫

S 146.94 1 工場・倉庫

4 339.78 S 339.88 1 工場・倉庫 7,854,000 105
〇

5 1,908.05 RC 1908.05 4 事務所 59,609,000 163
〇

6 1,421.01 RC 1421.01 2 工場・倉庫 48,961,000 156
〇

7 404.19 S 404.19 3 工場・倉庫 10,461,000 107
〇

W 8.26 1 事務所

軽量鉄骨造 5.32 1 事務所

軽量鉄骨造 6.48 1 事務所

軽量鉄骨造 5.32 1 事務所

W 13.22 1 事務所

軽量鉄骨造 6.48 1 事務所

W 4.97 1 工場・倉庫

S 9.55 1 事務所

軽量鉄骨造 9.25 1 事務所

軽量鉄骨造 9.62 1 事務所

〇

〇

30

170

30

30

30

30

〇

〇

〇

11.80

19.70

14.52

18.87

10

11

3

3,198.73

8

13.58

9

12

〇

〇

〇

〇

〇

〇

550,000

96,481,000

429,000

407,000

572,000

440,000

〇

〇

類型用途

概略予算

（案件ごと）

（円）

概略工期

（日数）

入札契約方式

施工のみ発注 設計・施工一括発注
施設名

延床面積

（㎡）

棟別

延床面積

（㎡）

構造
階数

（階）



支援の総括

モデル案を作成することで、効率的・計画的な解体工事の発注に寄与

凡例： 重要度が高い課題 一般的な課題

支援のポイント 具体的な取り組み

1 応募事業の概要確認
【応募事業の概要確認】
・事業規模、事業内容、課題の把握
・解体設計手法の可視化と、柏崎市の解体工事設計マニュアルの
整理比較

検討

調査
分析

■コスト等に関する課題
再利用、譲渡先もなく廃止とされた公共建築物は解体
撤去となるため、投資効果がなく積極的な予算が確保し
づらい状況

再利用、譲渡先もなく廃止とされた公共建築物は解体
撤去となるため、投資効果がなく積極的な予算が確保し
づらい状況

■発注者体制に関する課題
予定価格の適正な設定、公平公正な積算が必要で、こ
れらについての市民への説明責任を果たす必要がある。
予定価格の適正な設定、公平公正な積算が必要で、こ
れらについての市民への説明責任を果たす必要がある。

■解体工事に関する課題
公共建築物の解体工事は、主に鉄筋コンクリート造であ
り、工事施工中の安全対策、周辺への環境対策、アス
ベスト除去及び解体に伴う廃棄物の確実な処分方法の
確認が求められる

公共建築物の解体工事は、主に鉄筋コンクリート造であ
り、工事施工中の安全対策、周辺への環境対策、アス
ベスト除去及び解体に伴う廃棄物の確実な処分方法の
確認が求められる

3 実勢価格の把握

5 標準的なモデル案の作成モデル
作成

次年度
準備 次年度以降に向けて

【モデル案、入札契約方式フローの説明】
・モデル案、入札契約方式フローの仕組み、使い方を庁内へ説明
し、今後の運用をサポート

民間建築物と公共建築物の解体工事では、工事価格
に乖離がある場合がある
民間建築物と公共建築物の解体工事では、工事価格
に乖離がある場合がある

■スケジュールに関する課題
冬期間は除雪業務が多く解体工事に人手を確保するこ
とが困難であり、実質的な事業期間として毎年度11月
末までに解体工事を完了する必要

冬期間は除雪業務が多く解体工事に人手を確保するこ
とが困難であり、実質的な事業期間として毎年度11月
末までに解体工事を完了する必要

2 解体工事における公共と民間の
相違点を整理

柏崎市の現状・課題等

効率的・計画的な発注を行うには、標準的な「設計手法」
「発注手続」の明確化と、予算と工期の早期把握が有効

【標準的なモデル案の作成】
・標準的な「設計手法」「発注手続」を整理し、制度の導入も含め
た検討を支援
・「概略予算」「概略工期」「入札契約方式選定フロー」を作成

4 建設業者へのアンケート調査

【公共と民間の相違点を整理】
・公共と民間の相違点を比較検討し、改善の可能性がある項目を
抽出
・抽出された項目を設計段階と発注段階に分類し、建設業者への
アンケート項目に反映

【実勢価格の把握】
・柏崎市の標準的な積算方法を確認し、実勢価格との比較方法
を検討
・既発注案件の内訳書を分析し、一部の単価入替を行うことで
「市発注の解体工事」と「実勢価格」を比較

【建設業者へのアンケート調査】
・アンケート調査フロー、アンケート帳票を作成し、市に登録している
建設業者へ向けたアンケートを実施
・建設業者のアンケート回答から、回答の傾向を分析・まとめ
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入札契約改善推進事業の支援フロー

●建築資材等の物価上昇も影響し、２回にわたる入札不落により事業中断中
●原因分析と次年度以降への発注準備にむけ、以下のフローで支援を実施

支援範囲

1

１．応募事業の概要確認
• 事業規模、事業内容、課題の把握
• 受領資料の整理、これまでの経緯の把握

２．不落の原因分析
• 「町が設定した予定価格（第2回入札時の予定価格）」について分析し、想定超過金額を算出
• 不落の原因分析として、設計段階の経緯を確認

３．当初予算で実現可能な仕様の提案
• 不落の原因分析で算出した想定超過金額をもとに、当初予算で実現可能な仕様を提案
• 提案ごとに「修正設計の必要性」「設計期間」「設計委託費」「懸念点」などを比較

４．新たな事業スケジュールの検討
• 「設計期間」「施工期間」「契約方式による手続き期間」を比較し、新たな事業スケジュールを検討
• 入札契約方式については「工程」「品質」「コスト」「発注者体制」について総合的に比較検討（一次評価）

５．説明責任を果たせる入札契約方式検討支援
• 新潟県内の設計事務所および建設事業者へアンケート調査を行い、市場環境を把握
• アンケート回答を反映した二次評価を行い、町の入札契約方式決定を支援

６．次年度以降の発注に係る図書等の整備支援
• 次年度以降の発注に向けた町内の役割分担、事業費推移管理をまとめた発注ロードマップの提供
• 国土交通省「地方公共団体におけるピュア型CM方式活用ガイドライン」に基づき、CM業務の公募資料案を提供

次
年
度
以
降
、
発
注
者
に
て
事
業
推
進
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１．応募事業の概要確認

2



１．応募事業の概要

3

事業名称・建設場所 新潟県津南町における津南町立ひまわり保育園増築事業（新潟県中魚沼郡津南町大字下船渡戊994）

事業規模 事業費：9億9,100万円 増改築対象面積：2,139.99㎡

事業内容 町内3保育園の統廃合による増改築、SDGsに対応した環境設備の整備

事業完了予定 令和9年度末 ※令和5年3月時点の想定

現在のステイタス 令和3年7月 第1回入札（不落）、令和3年11月 第2回入札（不落） ※2度にわたる入札不落により事業中断中

今後のスケジュール
（予定）

令和5年度：庁内検討、住民説明予定 令和6～7年度：基本・実施設計
令和8年度中：工事の発注公告予定 令和8～9年度：工事 ※令和5年3月時点の想定

発注スキーム 工事の施工のみ発注する方式（設計施工分離発注方式）及びＣＭ方式（予定）

今後の事業関与者 ＣＭｒ、設計者、施工者（全て今後選定予定）

■これまでの経緯
年度

令和４年度（2022） R5
年度

R6
年度６ 7 8 9 10 11 12 1 2 3

支
援
業
務
工
程

応募事業の概要確認

不落の原因分析

現予算内で実現可能な仕様の提案

説明責任を果たせる入札契約方式検討支援

新たな事業スケジュールの検討

次年度以降発注に係る図書等の整備支援

■事業工程
平成24年9月 津南町保育園等のあるべき姿検討委員会
～平成25年3月 「津南町保育園等のあるべき姿について（答申）」
平成25年8月 津南町保育園等整備検討委員会
～平成26年3月 「津南町保育園等の整備について（答申）」
平成30年1月
～平成30年3月 基本設計（町内設計事務所）
令和2年6月 実施設計指名プロポーザルにて県内設計事務所選定
令和2年7月 実施設計（県内設計事務所）
～令和3年3月
令和3年7月 第１回入札⇒不落
令和3年11月 第２回入札⇒不落

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援

R5年度以降の
事業推進を支援
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２．不落の原因分析
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２．不落の原因分析

5

● 「町が設定した予定価格（第2回入札時の予定価格）」について、主に以下を比較・分析し差額を算出
・「町が採用した調整率」と「県の調整率」を比較
・「第2回入札時」と「R4年7月時」の物価変動による差額を分析
・「町が採用した共通費率」と「国土交通省積算基準の共通費率」の比較
→比較・分析の結果「町が設定した予定価格」からの想定超過金額を約4億200万円と算出

「町が設定した予定価格」を分析 「町が設定した予定価格」からの
想定超過金額を約4億200万円算出・「町が採用した調整率」と「県の調整率」を比較

・「第2回入札時」と「R4年7月時」の物価変動による増額金額の想定
・「町が採用した共通費率」と「国土交通省積算基準の共通費率」の比較

比
較
・
分
析

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援



２．不落の原因分析

6

● 不落の原因分析として、設計段階の経緯を確認
確認結果１：事業スケジュールの妥当性検討が不足しており、発注者側の資料確認時間が不十分
確認結果２：発注者側で、設計・積算内容を検討する体制が不足
⇒ CM方式等による発注者体制の補完が必要と判明

不落の原因分析として設計段階の経緯を確認 CM方式等による注者体制の補完が必要と判明
・事業スケジュールの妥当性検討が不足しており、発注者側の資料
確認時間が不十分
・発注者側で、設計・積算内容を検討する体制が不足

確
認

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援



新潟県津南町における津南町立ひまわり保育園増築事業

３．当初予算で実現可能な仕様の提案
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３．当初予算で実現可能な仕様の提案
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● 不落の原因分析で算出した想定超過金額（4億200万円）から、当初予算で実現可能な仕様を提案
● 現実施設計からの減額案では、延べ面積の削減を行わないと、当初予算で実現することが難しいことが判明
⇒ 提案を比較検討した結果、町は「基本設計からのやり直し」を選択・決定

当初予算で実現可能な仕様を提案
案1：現在の実施設計を基にVE・CDをする案
案2：案1を採用した上で、面積を縮小する案
案3：当初予算内で再設計をする案

検討の結果「基本設計からのやり直し」を決定

基本設計からやり直す場合、
特にコストコントロールができる設計者の選定が重要町

で
採
用
す
る
案
を
比
較
検
討

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援
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４．新たな事業スケジュールの検討
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10

● 「基本設計からのやり直し」を前提に、事業スケジュール（設計期間・施工期間・契約方式による手続期間）を比較検討
● 入札契約方式については、工程・品質・コスト・発注者体制について総合的に比較検討
⇒入札契約方式は、工事の施工のみを発注する方式（設計施工分離発注方式）が有効と評価（一次評価）

「基本設計からのやり直し」を前提に
事業スケジュールを比較検討

４．新たな事業スケジュールの検討

工事の施工のみを発注する方式
が有効と評価（一次評価）

比
較
検
討

設計期間・施工期間・契約方式による手続期間を比較 入札契約方式については、工程・品質・コスト・発注者体制に
ついて総合的に比較検討

応募事業の概要確認支援フロー 当初予算で実現可能な
仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの

検討
説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降、発注者にて
事業推進

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援
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５．説明責任を果たせる入札契約方式検討支援
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５．説明責任を果たせる入札契約方式検討支援
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● 市場環境を把握するため、新潟県内の設計事務所および建設事業者へのアンケート調査を実施
● 設計事務所から19社（町内1社）、施工者から64社（町内8社）からアンケート回答を徴収

設計事務所 全体
(19社）

設計事務所 町内
(1社）

施工者 全体
（64社）

施工者 町内
（8社）

■アンケート帳票

■アンケート結果の分析・まとめ■アンケート回答者数と内訳（計83社）

新潟県内の設計事務所および建設事業者へアンケート調査を行い、市場環境を把握

応募事業の概要確認支援フロー 当初予算で実現可能な
仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの

検討
説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降、発注者にて
事業推進

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援



５．説明責任を果たせる入札契約方式検討支援
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● アンケート調査の結果から、施工会社の回答が多かった主な項目は下記
・発注方式（建築事業者）
・発注方式（電気・機械事業者）
・選定方法
・施工期間
⇒上記アンケート結果から二次評価も設計施工分離発注方式が有効と評価

：設計施工分離発注方式
：設計施工分離発注方式（工種別分離・分割発注方式）
：価格競争方式
：15ヶ月以上

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
反
映

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援



５．説明責任を果たせる入札契約方式検討支援

14

● アンケート回答や二次評価をもとに、町で入札契約方式を検討
⇒入札契約方式は「設計施工分離発注方式」に決定

応募事業の概要確認支援フロー 当初予算で実現可能な
仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの

検討
説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降、発注者にて
事業推進

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援
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６ 次年度以降の発注に係る図書等の整備支援
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６．次年度以降の発注に係る図書等の整備支援

16

● 次年度以降の発注に向けた町内の役割分担、事業費推移管理をまとめた発注ロードマップの提供
● 発注ロードマップに「発注時期」「予算化時期」「議会開催時期」「設計期間」「施工期間」などを掲載し、
事業着手から竣工まで、余裕を持った準備による円滑な事業推進に寄与

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援



６．次年度以降の発注に係る図書等の整備支援
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● 国土交通省「地方公共団体におけるピュア型CM方式活用ガイドライン（令和2年9月）」に基づき、
CM業務委託契約約款、特記仕様書等、公募資料案一式を提供

特記仕様書

CM業務役割分担表

プロポーザル
募集要項

プロポーザル
評価要領

CM業務委託
契約約款

応募事業の概要確認 次年度以降、発注者にて
事業推進支援フロー 当初予算で実現可能な

仕様の提案不落の原因分析 新たな事業スケジュールの
検討

説明責任を果たせる
入札契約方式検討支援

次年度以降の発注に係る
図書等の整備支援

地方公共団体における
ピュア型CM方式活用ガイドラインを基に
ＣＭ業務の公募資料案を作成・提供



凡例： 重要度が高い課題 一般的な課題

支援のポイント 具体的な取り組み

１．応募事業の概要確認
【応募事業の概要確認】
・事業規模、事業内容、課題の把握
・受領資料の整理、これまでの経緯の把握

原因
分析

対策
立案

【不落の原因分析】
・「町が設定した予定価格（第2回入札時の予定価
格）」について分析し、想定超過金額を算出
・不落の原因分析として、設計段階の経緯を確認

【説明責任を果たせる入札契約方式検討支援】
・新潟県内の設計事務所および建設事業者へアンケート
調査を行い、市場環境を把握
・アンケート回答を反映した二次評価を行い、町の入札契
約方式決定を支援

【新たな事業スケジュールの検討】
・ 「設計期間」「施工期間」「契約方式による手続き期間」
を比較し、事業スケジュールを検討
・入札契約方式については「工程」「品質」「コスト」「発注
者体制」について総合的に比較検討

【当初予算で実現可能な仕様の提案】
・不落の原因分析で算出した想定超過金額をもとに、当
初予算で実現可能な仕様を提案
・提案ごとに「修正設計の必要性」「設計期間」「設計委託
費」「懸念点」などを比較

■事業者選定に関する課題

地域経済の活性化等の観点から、地元企業による受
注、地元企業の協同を実現したい
地域経済の活性化等の観点から、地元企業による受
注、地元企業の協同を実現したい

■コスト等に関する課題

現予算内でどこまで当初の仕様が実現できるかの検
証が必要
現予算内でどこまで当初の仕様が実現できるかの検
証が必要

設計のやり直しについて、本事業の経緯も踏まえ、最
適な設計者を選定したい
設計のやり直しについて、本事業の経緯も踏まえ、最
適な設計者を選定したい

■発注者体制に関する課題

入札契約に関する議会への説明責任を果たす必要が
あり、発注者体制の補完が必要
入札契約に関する議会への説明責任を果たす必要が
あり、発注者体制の補完が必要

■スケジュールに関する課題

令和２年度に実施設計は完了しているが、上記検討
結果によっては設計の見直しが必要
令和２年度に実施設計は完了しているが、上記検討
結果によっては設計の見直しが必要 ３．当初予算で実現可能な仕様の提案

２．不落の原因分析

４．新たな事業スケジュールの検討

５．説明責任を果たせる入札契約方式
検討支援

方式
決定

次年度
以降
準備

６．次年度以降の発注に係る図書等の
整備支援

【次年度以降の発注に係る図書等の整備支援】
・次年度以降の発注に向けた町内の役割分担、事業費
推移管理をまとめた発注ロードマップの提供
・国土交通省「地方公共団体におけるピュア型CM方式活
用ガイドライン」に基づき、CM業務の公募資料案を提供

CM方式の採用

次年度以降は、専門家の知見を活用した発注者体制の補完が必要

津南町の現状・課題等

支援の総括
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さ資料 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 ２ ３ 日 

不動産・建設経済局建設業課 

 

入札契約の改善を支援する事業を選定 

～地方公共団体における入札契約方式等改善の取組を支援～ 

 

 

 

 

 

 

○国土交通省では、平成 26 年の改正により公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17

年法律第 18 号）に「多様な入札及び契約の方法」が位置付けられたことを踏まえ、平成 26 年

度より、地方公共団体における入札契約制度の改善推進に向け、入札契約改善推進事業※１と

して支援を行っています。 
 

※１ 今回の募集概要は、下記 URL を参照ください（募集期間：1月 16 日～2月 28 日）。 
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_t
k1_000001_00023.html   

○外部有識者※２の意見を踏まえ、以下のとおり、２つの案件を選定しましたのでお知らせします。 
 

※２ 入札契約改善推進事業選定・推進委員会（令和５年３月１７日開催） 外部有識者委員（敬称略） 

    小澤 一雅   東京大学大学院工学系研究科特任教授 

    大森 文彦   弁護士・東洋大学名誉教授 

    古阪 秀三      立命館大学 OIC 総合研究機構グローバル MOT 研究センター客員研究員 
  

○支援案件については、今後は、国土交通省において別途選定・契約を行う支援事業者を地方

公共団体に派遣し、外部有識者の助言も得ながら支援を進めてまいります。 
 
 
１．今回選定された支援案件 
  

地方公共団体 支援対象事業 

奈良県大和高田市 大和高田市立病院建設事業 

沖縄県 橋梁補修事業、電線共同溝事業 

 
 
２．今後の予定 

４月上旬   入札契約改善推進事業支援者の公募 

５月下旬   入札契約改善推進事業支援者の選定 

６月下旬～３月    入札契約改善推進事業の支援 
 

＜問い合わせ先＞ 

国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課 入札制度企画指導室 津國、小山 

        電話 03-5253-8111（内線24726、24704）、夜間直通 03-5253-8278 

 

 
国土交通省は、多様な入札契約方式の導入・活用、施工時期の平準化や地域の担い手育

成など、課題を抱える地方公共団体の入札契約改善の取組を支援する「入札契約改善推進事

業」について、２つの案件を選定し、今後支援を進めていくこととしました。 

資料５ 
令和５年度事業について 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

入札契約適正化に係る相談窓口

国土交通省 不動産・建設経済局

建設業課 入札制度企画指導室

令和５年３月30日

資料６



建設業フォローアップ相談ダイヤル
法令解釈、社保未加入対策等に関する問合せ
を受付

国
土
交
通
省
建
設
業
課
に
お
け
る
相
談
体
制

建設業法違反通報窓口「駆け込みホットライン」

入札契約適正化相談窓口
～入契適正化法に基づく地方公共団体の取組の普及浸透をサポート～

主に大臣許可業者を対象に建設業に係る法令違
反の通報を受付

地方公共団体の入札契約担当者向け

① 入契ワンポイントナビ

② 入札契約改善アドバイザー ※

③ 平準化推進ヘルプデスク

入札契約方式等に関して、個別具体的な助言等
を実施

平準化の取組に関して、事例紹介、個別具体的
な助言等を実施

電話（①のみ） ＴＥＬ 03-5253-8278
メール hqt-nyukei-hotline@gxb.mlit.go.jp

建設業者、一般の方向け

○ 都道府県公契連での働きかけと連携し、地方公共団体における取組の普及浸透の総合的なサポート・相談体制を強化

○ 入札契約適正化に関する地方公共団体担当者からの一般的な相談のほか、入札契約方式に関する個別具体的な案件に対す
る助言や、平準化関連の事例紹介や助言等を行う相談体制を新設

入札契約適正化法に基づく各種取組に関する
一般的な相談やワンポイントアドバイスについて
電話・メールで都度受付

メール hqt-tokennyuki@gxb.mlit.go.jp

メール hqt-heijunka@gxb.mlit.go.jp

※従来の「入札契約方式等相談窓口」を移行

入札契約適正化に係る相談窓口

（注）個別の紛争等について見解を示す趣旨のものではありません。
メールでお問い合わせいただいた場合など、回答には一定の時間を要することがあります。

https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000717.html
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地方公共団体 国土交通省

事業や入札契約制度に関する課題

入札契約方式等相談フロー【詳細】

入札契約方式等の検討

・参考資料のとりまとめ
・留意事項の整理
（設計業務の変更が必要、積算用図面が必要等）

回答

相談
シート

相談
申込

入札関係図書等の作成

回答

相談
シート

相談
申込

・入札関係図書（案）等に関する課題の整理
・対応策（案）の提示

入札契約方式等の選定

入札関係図書等の修正

例
• ○○方式がよさそうだが、参考にでき
る事例はないか。適用にあたっての留
意事項は何か。

例
• この説明書で過不足や問題点はない
だろうか。

• △△の競争参加要件を設定したいがど
のように書けばいいのかわからない

電話やメールによる回答のほか、
詳細なアドバイスのため面会相談
を実施
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